[bookmark: _GoBack]＜記載例＞　　（記載例の解説及び注意事項等は、４ページ以下を御覧ください。）
＊　この記載例は、２筆の土地を合わせて１筆の土地にする登記の申請を代理人によってする場合のものです。
	

※受付シールを貼るスペースになりますので、この部分には何も記載しないでください。


	



 



　　　　　　登　記　申　請　書

登記の目的　　合筆

添付情報
登記識別情報（又は登記済証）（注１）　印鑑証明書（注２）
代理権限証明情報（注３）

登記識別情報（又は登記済証）を提供することができない理由（注４）
□不通知　□失効　□失念　□管理支障　□取引円滑障害　□その他（　　　）
□登記識別情報の通知を希望しません。（注５）

令和１年７月１日申請　
　　　　　　　○○ 法務局（又は地方法務局）○○支局（又は出張所）（注６）

申　請　人        ○○市○○町二丁目１番地
                              法　　務　　太　　郎　（注７）
                  
代　理　人　　　　○○市○○町二丁目１２番地 
　　　　　　　　　　　　　　　乙　　野　　次　　郎　　印（注８）
　　　　　　　　　　　連絡先の電話番号００－００００－００００（注９）
登録免許税　　　　金１，０００円（注１０）

	
 土

 地

 の

 表

 示





	
  所  在

	 ○○市○○町二丁目（注１２）

	
	
	


	
	   ① 地  番
（又は不動産番号）
	  ② 地  目

	  ③ 地  積 ㎡

	  登記原因及びその日付


	
	  １番（注１２）
（123456789012）
　（注１１）
	宅地
  （注１３）

	     １２０
　　（注１３）

	００


	
               


	
	  ２番（注１２）
（098765432101）
　（注１１）
	宅地
　（注１３）
   
	     　５０
　　（注１３）      
	００


	 １番に合筆 （注１４）



	
	  １番    
（注１５）
	宅地
　（注１５）
	     １７０
　　（注１５）
	００

	 ③２番を合筆 （注１６）


	
	

	

	

	

	






契印　（注１７）
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　委任状の例
  　　　　　委　　任　　状
　私は、○○市○○町二丁目１２番地 乙野次郎 に、次の権限を委任します。

１　下記の登記に関し、登記申請書を作成すること及び当該登記の申請に必要な書面と共に登記申請書を管轄登記所に提出すること
２　登記が完了した後に通知される登記識別情報通知書及び登記完了証を受領すること
３　登記の申請に不備がある場合に、当該登記の申請を取下げ、又は補正すること
４　登記に係る登録免許税の還付金を受領すること
５　上記１から４までのほか、下記の登記の申請に関し必要な一切の権限

　令和元年７月１日
○○市○○町二丁目１番地　　　法　務　太　郎　　実印　

記

登記の目的　合筆

所　有　者  ○○市○○町二丁目１番地
法　務　太　郎

 
	
 土

 地
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 表

 示





	
  所  在

	 ○○市○○町二丁目（注１２）

	
	
	


	
	   ① 地  番
（又は不動産番号）
	  ② 地  目

	  ③ 地  積 ㎡

	  登記原因及びその日付


	
	  １番（注１２）


	宅地
  （注１３）

	     １２０
　　（注１３）

	００


	
               


	
	  ２番（注１２）

　
	宅地
　（注１３）
   
	     　５０
　　（注１３）      
	００


	 １番に合筆 （注１４）



	
	  １番    
（注１５）
	宅地
　（注１５）
	     １７０
　　（注１５）
	００

	 ③２番を合筆 （注１６）


	
	

	

	

	

	





＊　これは、記載例です。この記載例を参考に、申請の内容に応じて作成してください。
＜解説及び注意事項等＞

（注１）　所有権の登記がある土地を合筆する場合は、合筆前のいずれか１筆について、所有権の取得（又は保存）の登記を受けたときの申請人の登記識別情報（登記識別情報を記載した書面を封筒に入れ、封をして提出します。この封筒には、申請人の氏名又は名称及び登記の目的を記載し、登記識別情報を記載した書面が在中する旨を明記する必要があります。）又は登記済証（権利証）の原本を提出します。なお、登記済証については、登記完了後返却されます。

（注２）　所有権の登記名義人が申請する場合は、申請人の印鑑証明書（市区町村長が発行したもの）です。３か月以内に作成されたものを添付します。

（注３）　登記申請に関する委任状（代理人の権限を証する情報）です。様式・記載例は、３ページのとおりです。代理人によって申請を行う場合提出が必要になります。

（注４）　申請人が登記識別情報又は登記済証を提供することができない場合は、その理由の□にチェックをします。
　なお、登記識別情報又は登記済証を提供することができない場合は、様式の添付情報欄には、「登記識別情報（又は登記済証）」と記載しないでください。

（注５）　申請人が合筆の登記後に通知される登記識別情報の通知を希望しない場合には、□にチェックをします。
　　　　　登記権利者が複数人いる場合は、登記権利者ごとに希望しない旨を申し出ることができます。

（注６）　申請書を実際に登記所に提出する年月日と提出先の法務局若しくは地方法務局又はこれらの支局若しくは出張所の名称を記載します。

（注７）　申請人の住所及び氏名を記載してください。申請人の住所及び氏名は、登記簿に記録されている所有者の記載と一致している必要があります。一致していない場合は、事前に登記上の住所及び氏名を現在のものに変更する登記を申請する必要があります。また、代理人ではなく申請人が自ら申請する場合は、申請人の表示の末尾に印鑑証明書と同じ印(実印)を押してください。

（注８）　代理人によって申請を行う場合には、申請人から登記の申請の委任を受けた代理人の住所及び氏名を記載します。氏名の末尾に代理人の認印を押してください。

（注９）　申請書の記載内容等に補正すべき点がある場合に、登記所の担当者から連絡するための連絡先の電話番号（平日の日中に連絡を受けることができるもの。携帯電話の電話番号でも差し支えありません。）を記載してください。

（注１０）　登録免許税額を記載します。合筆の登記の登録免許税は、合筆後の土地の個数１個につき１、０００円です。ただし、所有権の登記がない土地の合筆の登記の場合は、登録免許税は不要です。
　　　　　なお、登録免許税を現金納付する場合はその領収証書を貼り付けた用紙を、収入印紙で納付する場合には収入印紙(割印や消印をしないでください。)を貼り付けた用紙を、申請書と一括してつづり、申請人又はその代理人がつづり目に必ず契印をしてください（申請人が２人以上いる場合は、そのうちの１人が契印をすることで差し支えありません。）。

（注１１）　不動産番号を記載した場合は、土地の所在、地番、地目、及び地積の記載を省略することができます。

（注１２）　土地が所在する市、区、郡、町、村、字、及び合筆前の各土地の地番を、登記事項証明書の記載のとおりに正確に記載してください。

（注１３）　合筆前の各土地の地目及び地積を、登記事項証明書の記載のとおりに正確に記載してください。

（注１４）　合筆によって消滅する土地の行に、登記原因として「１番に合筆」と記載します。

（注１５）　合筆後の土地（合筆によって消滅しない地番の土地）の地番、地目及び、地積を記載します。なお、合筆後の土地の地番は、本来登記官が定めるものですが、登記所から予定地番を示された場合には、申請人で記載して差し支えありません。

（注１６）　合筆後の土地の行に、登記原因として「③２番を合筆」と記載します。なお、「③」は、地積が変更したことを示すためのものです。

（注１７）　申請書が複数枚にわたる場合は、申請人又はその代表者若しくは代理人は、各用紙のつづり目に必ず契印してください（申請人が２人以上いる場合は、そのうちの１人が契印することで差し支えありません。）。

＊　なお、次に掲げる合筆の登記はすることができません(不動産登記法(平成１
　６年法律第１２３号)第４１条)。
１　相互に接続していない土地の合筆の登記
２　地目又は地番区域が相互に異なる土地の合筆の登記
３　表題部所有者又は所有権の登記名義人が相互に異なる土地の合筆の登記
４　表題部所有者又は所有権の登記名義人が相互に持分を異にする合筆の登記
５　所有権の登記がない土地と所有権の登記がある土地との合筆の登記
６　所有権の登記以外の権利に関する登記がある土地(権利に関する登記であって、
　合筆後の土地の登記記録に登記することができるものとして法務省令（不動産登
　記規則（平成１７年法務省令第１８号）第１０５条）で定めるものがある土地を
　除く。)の合筆の登記
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